






















第三章　Hochster v. De La Tour 事件判決の再読
第四章　結　論
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　第二節　検討方法
　周知のように、英国法においては古くから履行期前拒絶の法理が承認され














































他のある者Ｂに対して、再譲渡の合意 covenant to reenfeoff 付きで封土を

















































































　　Warburton v. Storr 事件
【事案】　原告と被告は、紛争が生じた場合には仲裁人の仲裁判断に従
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う旨の合意　　「C.S. による仲裁判断 award、決定 order、仲裁裁決
arbitrament 及び最終判断 final determination を忠実に遵守 observe




















































































Short v. Stone 事件
（29）














約を締結した際の当事者の気持ちや意思 feelings and intention といっ
た観点から考える必要がある。そしてその意思とは明らかに、それぞれ
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の当事者がその当時あった状況において結婚することである。もしどち
らかの当事者がその状況の外に自らを置いた場合には、その当事者は契


















































































































当するものとされていた。すなわち、干草の売買契約をめぐる Bowdell v. 
Persons 事件
（41）
、捺印金銭債務証書の譲渡をめぐる Amory v. Brodrick 事件
（42）
、 
不動産の賃貸借契約をめぐる Ford v. Tiley 事件
（43）
、不動産に関する権益の譲
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ずしも明確に意識されることはなく、自招的履行不能の法理の理論的基盤を
めぐる混迷の度合いをさらに深めてゆくこととなる。
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　　Lovelock v. Franklyn 事件





















































　Lovelock 事件において Denman 首席裁判官が提示したこのような理論
は、Ford 事件における Bayley 裁判官の判示内容と必ずしも整合的でな
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い
（59）
。さらには、同じく Denman 首席裁判官が、Lovelock 事件の三日前に示
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と し て、Cort v. The Ambergate, Nottingham and Boston and Eastern 
Junction Railway Company 事件
（79）
を挙げることができる。
Cort v. The Ambergate, Nottingham and Boston and Eastern 
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ていった。しかし、この準則に問題がなかったというわけではない。次に掲
げる判例から、履行妨害の法理の持つ問題点を垣間見ることができる。






































































のは、次の Laird v. Pim 事件
（86）
においてであった。






































































ていた。もっとも、Laird 事件判決における Parke 裁判官の判示内容は、
それ自体矛盾を孕んだものであった。
　義務の履行を妨害された当事者は、履行妨害の法理が適用される結果とし
























































ける。しかも Tenterden 首席裁判官は、Gandell 事件判決に対しては何ら
の言及もしていない。そのため、Gandell 事件と Archard 事件との関係性
は判然としない。






































法雑誌150巻 3 号384頁、同150巻 4 ・ 5 号609頁がある。
（ 2 ）岡松參太郎「所謂『積極的債権侵害』ヲ論ス」法学新報16巻 1 号57頁、同 2 号






務の履行拒絶に就いて」法学論叢 8 巻 1 号 1 頁、川添清吉「債務の履行拒絶」法曹
会雑誌10巻 2 号 1 頁、同10巻 3 号27頁、小町谷操三「商人間の売買　　履行期前の
履行拒絶の意思表示と解除」法学志林34巻 7 号64頁、勝本正晃「債務者の履行拒
絶」同『民法研究　第三巻』（巖松堂書店、1936年）111頁、末延三次「履行期前の
履行拒絶に対する損害賠償の請求　　英米法における Anticipatory Breach につ
いて　　」同『英米法の研究（上）』（東京大学出版会、1959年）86頁、長尾治助
「履行拒絶による契約の解除　　Doctrine of Anticipatory Breach の示唆　　」東
京外国語大学論集12巻55頁、田沼柾「履行拒絶について」法学新報97巻 1 ・ 2 号




















































（ 7 ）我が国の判例動向については、吉川・前掲注（ 4 ）349頁以下、松井・前掲注
（ 3 ）227頁以下を参照。履行期前の履行拒絶に基づく救済が問題となった裁判例と
しては、戦前戦後を通じて僅かに和歌山地判大正 6 年10月29日新聞1341号18頁、大
判大正15年11月25日民集 5 巻763頁、大判昭和 6 年11月14日新聞3344号13頁、東京
地判昭和34年 6 月 5 日下民集10巻 6 号1182頁等が挙げられるのみである。
（ 8 ）Hochster v. De La Tour （1853） 2 E. & B. 680, 118 E. R. 922.
（ 9 ）M. Lobban, ‘Contractual Terms and Their Performance’ in W. Cornish et. 
al., 12 The Oxford History of the Laws of England at 497.
（10）Ibid., at 497-498.
（11）なお、1628年に出版された E. Coke の『英国法釈義』の第一巻（E. Coke, The 
First Part of the Institutes of the Laws of England. 同書は、T. Littleton の『土
地法論 Tenures』に Coke が詳細な注釈を付したものであり、一般に Coke upon 
Littleton と呼ばれる）には以下のような記述がみられる。すなわち、355条には次
のようにある。「また封の譲渡が、他の者に譲渡することないし他の者を承継する
者 in tale to another に贈り物をすることを条件としている場合などにおいて、封
土譲受人が、条件を成就させる前に、第三者に対して封の譲渡をした場合、あるい



















（12）See M. Mustill, ‘Anticipatory Breach of Contract: The Common Law at 







disablement であっても直ちに条件の喪失 forfeiture of condition を招くとの準則
が確立していたと評価するのである。Ibid., at 16. 前掲注（11）において言及した
Coke upon Littleton には、次のような記述があり、Mustill の主張を裏付けてい
る。すなわち Coke は、357条に関連にして、封土譲受人の妻が先に死亡する可能
性があるにもかかわらず、封土譲渡人は直ちにその封土に立ち入ることができると
いう。なぜならば、「一度不能となった者は常に不能である（Coke upon Littleton, 
at 221b.）」からである、と。
（14）Sir Anthony Main’s case （1595） 5 Co. Rep. 20b, 77 E. R. 80.






とされたのである。See M. Mustill （n 12）, at 18.
（17）本件における捺印金銭債務も、二重の条件にかからしめられていたと分析でき









（18）See M. Mustill （n 12）, at 19.
（19）Warburton v. Storr （1825） 4 B. & C. 103, 107 E. R. 997.
（20）M. Mustill （n 12）, at 19.
（21）Warburton v. Storr （n 19）, at 104, 998.
（22）Ibid., at 104, 998.
（23）Ibid., at 105-106, 998.
（24）Ibid., at 106, 998-999.












（27）Harrison v. Cage （1698） 1 Lord Raym 386, 91 E. R. 1156.
（28）P. Mitchell, ‘Hochster v. De La Tour （1853）’ in C. Mitchell and P. Mitchell 
ed., Landmark Cases in the Law of Contract 135, at 136.
（29）Short v. Stone （1846） 8 Q. B. 358, 115 E. R. 911.
（30）Caines v. Smith （1847） 15 M. & W. 188, 153 E. R. 816.
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（31）P. Mitchell （n 28）, at 136.
（32）Short v. Stone （n 29）, at 369, 915.
（33）Ibid., at 369-370, 915.
（34）Ibid., at 370, 915.
（35）Caines v. Smith （n 30）, at 190, 817.
（36）Ibid., at 190, 817.








（41）Bowdell v. Parsons （1808） 10 East 358, 103 E. R. 811.
（42）Amory v. Brodrick （1822） 5 B. & Ald. 712, 106 E. R. 1351.
（43）Ford v. Tiley （1827） 6 B. & C. 325, 108 E. R. 472.
（44）Lovelock v. Franklyn, （1846） 8 Q. B. 371, 115 E. R. 916.
（45）Bowdell v. Parsons （n 41）, at 361, 812.
（46）M. Mustill （n 12）, at 20. 
（47）Amory v. Brodrick （n 42）, at 714-715, 1352.
（48）Ibid., at 716, 1353.
（49）Ibid., at 716, 1353.
（50）See M. Mustill （n 12）, at 20.
（51）先にみた婚約破棄事案に関する Short 事件および Caines 事件を参照。
（52）Ford v. Tiley （n 43）, at 327, 473.
（53）P. Mitchell （n 28）, at 138-139.
（54）See M. Mustill （n 12）, at 21.
（55）Ford v. Tiley （1827） 5 L. J. （OS） 169.
（56）Law Journal に掲載された Ford 事件の報告には、Bayley 裁判官の判示内容
として次のような下りが記載されている。「第一の訴訟原因は、被告が、もし適当
であると考えたならば〈本件賃貸借契約の目的物たる建物の〉占有を取得しえたで





（57）M. Mustill （n 12）, at 21-22.















は現実的ではないという。P. Mitchell （n 28）, at 139.
















論的基盤の上に立たざるをえなかったのである、 と。See M. Mustill （n 12）, at 24-
25.
（63）英国契約法における契約義務の独立性ないし従属性をめぐる議論の歴史的展
開については、S. J. Stoljar, ‘Dependent and Independent Promises’ 2 Syd. L. 
Rev. 217が詳しい。邦語文献としては、末延三次「イギリス法における同時履行の
抗弁権の成立」同『英米法の研究（上）』（東京大学出版会、1959年）48頁を参照。
（64）J. W. Carter, Carter’s Breach of Contract, at 16.
（65）Kingston v. Preston （1773） cited in Jones v. Barkley （1781） 2 Duglas 68, 99 













to be collected from the evident sense and meaning of the parties （Kingston v. 






136　早稲田法学会誌第66巻 2 号（2016） 日本における履行期前拒絶法理の意義について（一）（内田）　1367
（66）17世紀中頃の事案として、例えば Peeters v. Opie 事件を挙げることができる。
本件は、原被告間で、原告がある建物を取り壊した上で、そこに被告のために新た



























うことが窺われるのである。Peeters v. Opie （1670） 2 Wms. Saund. 350, 85 E. R. 
1144, at 352, 1146.
（67）Barker and Fletwel’s Case （1585） Godbolt 69, 78 E. R. 43.
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（68）Blandford v. Andrews （1598） Cro. Eliz. 694, 78 E. R. 930.
（69）Morris v. Lutterel （1599） Cro. Eliz. 672, 78 E. R. 910.
（70）Fraunces’s Case （1609） 8 Co. Rep. 89b, 77 E. R. 609.
（71）Ibid., at 91a-91b, 613.
（72）Lancashire v. Kellingworth （1701） 1 Ld. Raym. 686, 91 E. R. 1357, 1 Comyns. 
117, 92 E. R. 991.
（73）Jones v. Barkley （1781） 2 Dougl. 684, 99 E. R. 434.
（74）Ibid., at 686, 435.
（75）Ibid., at 694, 440.
（76）P. Mitchell （n 28）, at 141.









というのが一般原則だからである（Jones v. Barkley （n 73）, at 686, 435）」と、「一
般原則」を　　それを直接的に指示する先例を示すことが出来ないにもかかわら
ず、敢えて　　持ち出してきた背景には、このような事情もあったとされる。See 






















（79）Cort v. The Ambergate, Nottingham and Boston and Eastern Junction 
Railway Company （1851） 17 Q. B. 127, 117 E. R. 1229.
（80）Ibid., at 143-144, 1236.
（81）Ibid., at 144, 1236.
（82）Ibid., at 145, 1236.
（83）Smith v. Wilson （1807） 8 East 437, 103 E. R. 410.
（84）P. Mitchell （n 28）, at 144.
（85）Ibid., at 144.
（86）Laird v. Pim （1841） 7 M. & W. 474, 151 E. R. 852.
（87）Ibid., at 478, 854.
（88）Ibid., at 485, 857.
（89）Gandell v. Pontigny （1816） 4 Camp. 375, 171 E. R. 119.
（90）Ibid., at 376, 119-120.
（91）Archard v. Hornor （1828） 3 Car. & P. 349, 172 E. R. 451.
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（1837） 7 Ad. & E. 544, 112 E. R. 575, at 548, 577）」と。また、Patteson 裁判官
も、「二つの判決のうちいずれかを選ばねばならないとしたならば、Archard 事件
判決における Tenterden 卿の判決の方が Gandell 事件判決における Ellenborough
卿の判決よりも好ましいとするに何らの躊躇も持たぬであろう（ibid., at 548, 
577.）」という。Williams 裁判官は、提供されぬかもしれぬ役務に対して債務負担
支払引受訴訟を提起し得るであろうかと自問した上で、「この問題について決する
ことを求められたならば、Archard 事件判決における判決の方が Gandell 事件判
決におけるそれよりも合理的であり、それを支持する先例が多いというに何らの困
難もない（ibid., at 549, 577.）」という。
　　以上にみた諸裁判官の見解は、 いずれも Gandell 事件判決における Ellenborough








いる本件においては Gandell 事件判決は問題にならない、と。Ibid., at 549, 577.
（93）M. Lobban （n 9）, at 496.
（94）この点を指摘する判例として、例えば Goodman v. Pocock 事件を挙げること
ができる。事案の概要は次のようなものであった。1847年 1 月23日、被告は原告
を、年200ポンドの報酬、支払いは四半期ごととの条件で雇用した。しかし1848年
4 月 8 日、被告は原告を解雇した。そこで原告は、不当解雇を理由として訴訟を提
起した。本件で争われたのは、1848年 1 月23日から同年 4 月 8 日までの間に原告が
被告に提供した役務に対する報酬及びそのために支出された費用等を回復すること
ができるかという点であった。事案の解決自体は、専ら原告が選択した訴訟方式の







Pocock （1850） 15 Q. B. 576, 117 E. R. 577, at 583-584, 580）」と。ここには、被用
者は解雇された後速やかに新たな雇用関係に入り、自身に生じうる損害を軽減する
ことができる　　し、軽減すべきである　　との発想が明確に現れている。See P. 
Mitchell （n 28）, at 146. これに対して、解雇された被用者が　　役務に対する報酬
ではなく　　損害賠償を請求する場合には、損害軽減の観点から賠償額を調整する
ことができるという。
